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※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体
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指定管理者制度の導入については、有料施設や特殊施設を備えた公園、市民利用が多い公園を対象としている。なお、これらの条件を満たしていない公園については、業務委託により管理を行っている。

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

90.8%

89.7%

90.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

01100 北海道 札幌市

未定
今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】

0
委託状況 委託有

本庁舎の清掃 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※)

指定都市
委託率 設置状況 設置予定 予定時期

電話交換 89.5%

25.0% 委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 100.0%

本庁舎の夜間警備 90.0%
設置率（指定都市）

0

0

0

公用車運転 90.0%

し尿収集 89.5%

一般ごみ収集 100.0%

0

0

0 設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 100.0%

設置済み 委託予定 設置率 委託率0

0 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費

学校給食（調理） 100.0%

0 0○ ○ ○ 0 ○ 0水道メーター検針 95.0%

0

学校用務員事務 40.0%

100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持

100.0%

ホームヘルパー派遣

道路維持補修・清掃等 100.0%

0

0

0

0

0

100.0%

福利厚生 財務会計0

0

類型 実施時期

100.0%
0

実施率（指定都市）

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率
指定都市
導入率

実施済み
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

ホームページ作成・運営 95.0%

調査・集計

在宅配食サービス

自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体
クラウド

単独
クラウド

体育館 15 15 100.0%

64.8%

導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】

0

管理者の提案により施設の利用率向上等が望まれない施設については、指定管理者制度を導入せず、業務委託により管理を行っている。
類型 実施予定時期

実施予定

0

100.0%

自治体クラウド 明治33年1月0日
プール 9 9 100.0% 94.4%

海水浴場 0 0

検討状況

競技場
（野球場、テニスコート等）

7 6 85.7%

0

単独クラウド 明治33年1月0日
33.3%

0

0 ○ 証明書コンビニ交付システムにおいて、単独クラウドを検討中。

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 93.3%

産業情報提供施設 1 1 100.0% 84.5%
実施しない理由

0 0

キャンプ場等 0 0 66.7%

検討中休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1

開放型研究施設等 1 1 100.0% 82.4%

未実施展示場施設、見本市施設 1 1 100.0%

大規模公園 30 23 76.7% 49.3%

60.4%

駐車場 18 15 83.3% 69.2%

公営住宅 110 110 100.0%

料金の一部を建設費償還に補填するなど、料金収入が必ずしも指定管理者のインセンティブに繋がらない施設等は、現在は業務委託により管理を行っている。

0

図書館 11 0 0.0% 21.5%

大規模霊園、斎場等 5 0 0.0%
墓地のように管理者の提案により施設の利用率向上等が望まれない施設については、指定管理者制度を導入していない。ただし、清掃・草刈等の維持管理業務は、民間委託により実施している。また、一部の
斎場については、PFIを導入して、民間会社が維持管理を行っている。

現在、直営により管理を行っているが、包括的な民間委託である指定管理者制度の導入や、貸出や返本等の定型的作業に関わる業務委託の実施などについて、運営形態の検討を進めているところ。

入館料を徴収していない施設のように、指定管理者のインセンティブが働かないような施設については、指定管理者制度を導入せず、業務委託により実施している。

0

策定済み 0 策定予定 ○ 策定予定時期 平成27年度
28.7%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 56.3%

策定割合（指定都市）

文化会館 5 5 100.0% 82.1%

40.0%

0

0

43.3%

公民館、市民会館 37 37 100.0% 51.6%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 5 45.5%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

介護支援センター 0 0 100.0%
作成済み 0

0

特別養護老人ホーム 1 1 100.0% 89.3%0

児童クラブ、学童館等 116 104 89.7% 71.3%

作成予定

作成割合（指定都市）

0.0%

指定管理者制度未導入の施設は、児童遊園である。公園への同制度の導入については、有料施設や特殊施設を備えた公園、市民利用が多い公園を対象としており、これらの条件を満たしていないため、業務
委託により管理を行っている。

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該調
査の基準日はその初年度の開始時点である。

○ 作成完了予定年度 平成29年度

福祉・保健センター 14 14 100.0% 84.9%0

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）
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作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 99 99 100.0% 0 71.3%

0.0%

福祉・保健センター 36 36 100.0% 0 84.9%

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度
介護支援センター 0 0 0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 0 56.3%

文化会館 8 8 100.0% 0 82.1%

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 60 60 100.0% 0 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

8 6 75.0% 検討中 43.3%

図書館 8 3 37.5% 試行的に一部施設について導入している。 21.5%

策定済み ○ 策定予定 0 策定予定時期 0
大規模霊園、斎場等 4 1 25.0% 斎場は導入済み。霊園は使用許可を伴わず施設管理等の事実行為のみを行う施設であるため、導入せず。 28.7%

駐車場 5 3 60.0% 指定管理料が少額になるため応募が見込めない施設を除外。 69.2%

公営住宅 32 26 81.3% 制度導入に向けて準備中。 60.4%

大規模公園 0 0 0 49.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 2 2 100.0% 0 90.0% 未実施 ○
平成21年度にオープン化が完了し、1回目の機器更新をおおむね終えたところであるが、社会保障・税番号制度対応の改修に伴う新たな投資や人的負担の増加といった厳しい状況があり、次期更
新におけるクラウド化の具体的な検討は進めていない。
次々期更新以降における中期的な検討課題として認識している。

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 84.5%

単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 4 3 75.0% 指定管理料が少額になるため応募が見込めない施設を除外。 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 93.3%

類型 実施予定時期

プール 5 5 100.0% 0 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

55 55 100.0% 0 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%

体育館 7 7 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

○

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0 ○ 0 ○ ○水道メーター検針 0 95.0% ○ ○

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局

学校用務員事務 ○ 非常勤職員を活用し、人員配置の見直しを実施したところである。 40.0% 首長部局 企業局

対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託予定無し 設置率 委託率

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

自治体コード 都道府県名 市区町村名

04100 宮城県 仙台市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定 予定時期 未定

委託率（指定都市）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等
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作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 91 91 100.0% 0 71.3%

0.0%

福祉・保健センター 45 38 84.4%
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律により設置している施設や、即時判断・即時対応が要求される施設、市を含めた独自の相談支援システムを整備している施設、医師確保が困難な施設について
直営としている。 84.9%

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度
介護支援センター 0 0 0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

3 0 0.0%
少年自然の家については、教育委員会の指導主事を配置することで、引率教員の資質向上と児童生徒の心と力を育てる質の高い自然の教室を実施することができるため、直営で運営すべき施設と考えて
いる。また、農業トレーニングセンターは、附属施設管理の問題があり、今後については検討中である。 56.3%

文化会館 11 11 100.0% 0 82.1%

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 81 21 25.9%
公民館は生涯学習・地域コミュニティの拠点であり、地域自治会や学校、社会福祉協議会等と連携して事業を実施しており、指定管理により円滑な連携調整ができなくなることで、コミュニティ活動の停滞を招
く恐れがあり、現段階での導入は考えていない。 51.6%

40.0%
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
9 1 11.1% 美術館・博物館等については、収蔵品に関する専門知識や熟達した技術が必要である。宇宙科学館についても、教育施設として指導主事による事業運営が必須と考える。 43.3%

図書館 21 0 0.0% 指定管理期間が３年～５年と短期間になる場合は、蔵書構成など長期的な視点に立った図書館運営が難しくなる。 21.5%

策定済み ○ 策定予定 0 策定予定時期 0
大規模霊園、斎場等 10 0 0.0% 指定管理者の導入については、検討中である。 28.7%

駐車場 33 31 93.9% 将来的には、指定管理者導入を予定している。 69.2%

公営住宅 37 0 0.0%
行政改革の一環として、平成18年度より公営住宅管理の一層の効率化と地域の実情に応じたきめ細やかな管理を行うことで、入居者へのサービス向上を図ることを目的として管理代行制度を採用してい
る。 60.4%

大規模公園 11 11 100.0% 0 49.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 1 0 0.0% 防火・防災意識の高揚を図るための施設であることから、知識をもった職員が行うことが望ましい。 90.0% 未実施 ○ 自治体クラウドについては、データ移行費用及び他団体との調整が課題となるため検討しておりません

産業情報提供施設 1 0 0.0% 産業振興会館について、「さいたま市計量検査所」が併設されており、計量法に基づき定期検査や立入検査などの業務を行っていることから、十分な検証が必要である。 84.5%

単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 2 1 50.0%
利用料金を徴収しない施設で収入の増加が見込めないことと、利用者を青少年とその関係者に限定している活動施設のため、指定管理者による管理運営等にしてもコストの削減は困難であると想定され
る。 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

2 2 100.0% 0 93.3%

類型 実施予定時期

プール 4 4 100.0% 0 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

1 1 100.0% 0 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%

体育館 6 6 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0 ○ 0 ○ 0水道メーター検針 0 95.0% ○ 0

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局

学校用務員事務 0 40.0% 首長部局 企業局

対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

自治体コード 都道府県名 市区町村名

11100 埼玉県 さいたま市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 2 2 100.0% 0 71.3%

0.0%

福祉・保健センター 22 22 100.0% 0 84.9%

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成28年度
介護支援センター 0 0 0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0% ＰＦＩ事業によることが適していると判断されたため。 56.3%

文化会館 5 5 100.0% 0 82.1%

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 48 1 2.1% 公民館については、指定管理者制度導入の可否も含め、今後のあり方を検討中のため。 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

9 7 77.8% 加曽利貝塚博物館・郷土博物館については、今後の博物館のあり方を検討しており、その方針が定まらない限り、指定管理者導入について、議論できないため。 43.3%

図書館 7 0 0.0% 「市民サービスの向上」、「専門知識の蓄積・提供」、「管理経費の削減」など、様々な面から検討する必要があることから、当面、市による管理とする。 21.5%

策定済み 0 策定予定 ○ 策定予定時期 平成27年度
大規模霊園、斎場等 3 1 33.3%

霊園においては、導入後も市で行わなければならない事務が多く残るなど、事務の効率化や費用対効果等に係る検討が必要であるため。
また、現業職員の配置転換が困難といった問題等があるため。 28.7%

駐車場 2 2 100.0% 0 69.2%

公営住宅 48 0 0.0%
公営住宅は、公営住宅法第47条に基づき平成18年から管理代行委託をしており、他にも市内には改良住宅、市単住宅等がある。公営住宅以外の管理業務を住宅供給公社以外の者に委託した場合、市民
の手続きが複雑化し、サービスが低下する。また、入居者に対するサービスの差が出る可能性が高い。 60.4%

大規模公園 9 0 0.0%
指定管理者のメリットが希薄であることから導入していなかったが、今後、指定管理者制度の導入に向けて検討していく。動物公園については、その使命（行政目的）である種の保存や教育普及は、高度な
技術と継続性が必要であり、期間ごとに管理者が変わる民間事業者が運営することは困難である。 49.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 0 0 0 90.0% 未実施 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 84.5%

単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 0 0 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 0 0.0%
高原千葉村については、現在、施設のあり方について検討中であるため。農業者健康増進施設は、農業者等の健康増進に寄与する施設として農政センターの一角に設置しており、施設管理を公の施設と
一体的に行うことが効率的であるため。 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 93.3%

類型 実施予定時期

プール 11 11 100.0% 0 94.4% 実施予定 0

競技場
（野球場、テニスコート等）

29 29 100.0% 0 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%

体育館 19 19 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み ○
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド H27.3～　新住民情報系システム 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

現在平成29年4月稼働を目指した庶務事務システムの導入を進めている最中であり、その中で業務プロセスを変更する予定です。
庶務事務システムを導入し業務プロセスを整理した後に、総務事務センターの設置について対象業務・費用対効果について検討を実施し、
導入の可否を決定する予定となっています。

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0 0 0 0 0水道メーター検針 0 95.0% 0 0

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局

学校用務員事務 ○ 学校現場の細やかなニーズに即座に対応する必要があり、今後も直営の予定。 40.0% 首長部局 企業局

対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置予定無し 0 設置率 委託率

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

自治体コード 都道府県名 市区町村名

12100 千葉県 千葉市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定 予定時期 平成２９年１月

委託率（指定都市）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 0 0 0 71.3%

0.0%

福祉・保健センター 31 29 93.5%
①　医療安全の向上を図るためには保健所との連携が必要であるため、現段階では直営で運営すべき施設と思われます。しかしながら、指定管理制度を含め委託化についても検討してまいります。
②　あり方について検討中です。 84.9%

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度
介護支援センター 0 0 0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 3 3 100.0% 0 89.3%

作成済み 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

3 3 100.0% 0 56.3%

文化会館 3 1 33.3% 未導入２施設について28年度4月より指定管理者制度導入。 82.1%

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 117 117 100.0% 0 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 10 90.9% 未導入施設について28年度4月より指定管理者制度導入。 43.3%

図書館 18 1 5.6% 拡大にあたっては、地域図書館における効果的で効率的な運営のあり方や、区との連携など地域の状況などを考慮しながら、利用者サービスの充実や利便性の向上にむけて検討を進めていきます。 21.5%

策定済み ○ 策定予定 0 策定予定時期 0
大規模霊園、斎場等 8 1 12.5%

【大規模霊園】　指定管理者を導入するためには、施設のインフラ整備をさらに進める必要がある。
【斎場】　民間への業務委託による運営を行っており、指定管理者導入による経費削減効果が少ない。 28.7%

駐車場 31 28 90.3%
・国から管理受託している国有港湾施設のため
・ＰＦＩ事業により管理しているため 69.2%

公営住宅 282 282 100.0% 0 60.4%

大規模公園 17 11 64.7% 公園緑地事務所の機能を補完するために、危機管理への対応や、指定管理者市民ボランティアとの連携の拠点として、一部の公園は直営を維持する。 49.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 0 0 0 90.0% 未実施 ○ 現在、H28.1 のメインフレーム機器更新に向けた準備中。このため、オープン化の検討を含め、大幅な見直しはＨ32年度以降を見据えたものとなり、現時点では予定がない。

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 84.5%

単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 3 3 100.0% 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 0 93.3%

類型 実施予定時期

プール 34 33 97.1% 施設の利用中止のため 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

64 57 89.1%
①公園緑地事務所の機能を補完するために、危機管理への対応や、指定管理者市民ボランティアとの連携の拠点として、一部の公園は直営を維持する。②競技人口が限られているため。③利用者の大半
が高齢者であり、応益負担を求めるのが困難なため。 64.8%

自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 1 1 100.0% 0 33.3%

体育館 33 33 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

○

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

○ ○ ○ 0 0水道メーター検針 0 95.0% ○ 0

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局

学校用務員事務 0 40.0% 首長部局 企業局

対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

し尿収集 ○ 引き続き直営対応を行う。 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

自治体コード 都道府県名 市区町村名

14100 神奈川県 横浜市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 58 58 100.0% 0 71.3%

0.0%

福祉・保健センター 27 24 88.9% 制度導入に向けメリット・デメリットを検討中。 84.9%

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成28年度
介護支援センター 0 0 0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 8 8 100.0% 0 89.3%

作成済み 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

4 4 100.0% 0 56.3%

文化会館 3 0 0.0% 制度導入のメリット・デメリット等を検証中。 82.1%

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 10 0 0.0% 制度導入のメリット・デメリット等を検証中。 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

2 2 100.0% 0 43.3%

図書館 12 0 0.0% 制度導入のメリット・デメリット等を検証中。 21.5%

策定済み ○ 策定予定 0 策定予定時期 0
大規模霊園、斎場等 2 2 100.0% 0 28.7%

駐車場 0 0 0 69.2%

公営住宅 105 0 0.0% 管理代行制度により対象施設を管理しているため。 60.4%

大規模公園 6 4 66.7% 指定管理者制度導入によるメリット・デメリットを検証中。 49.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 0 0 0 90.0% 未実施 ○
　クラウドシステムを導入するには、業務プロセス（運用手順）の標準化など事務処理の変更が必要となります。
　本市の基幹系システム（住民情報関連、税関連、福祉関連等）では、行政区の取扱い等、独自の運用方法・仕組みが多く取り入れられており、クラウドサービスを共同調達・共同運用しようとして
も、仕様の調整や業務プロセス（運用手順）の標準化が難しく、本市の要件を満たすクラウドシステムの導入が困難な状況となっております。

産業情報提供施設 4 4 100.0% 0 84.5%

単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 1 1 100.0% 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 93.3%

類型 実施予定時期

プール 3 3 100.0% 0 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

0 0 0 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%

体育館 7 7 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

　各部署共通の定型的、反復的業務については、一部システムを導入し、分散化及び簡素化を図るなど、効率的な執行体制の構築を進めてきました。
　しかしながら、質の高い市民サービスを引き続き的確かつ安定的に提供するためには、より一層、内部管理事務の改革を推進し、人的資源を専門性の高い分野に再分配していく必要があるため、民間委託による集約化に向けて検討を進めます。

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0 0 0 0 0水道メーター検針 0 95.0% 0 0

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局

学校用務員事務 0 40.0% 首長部局 企業局

対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置予定無し 0 設置率 委託率

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

自治体コード 都道府県名 市区町村名

14130 神奈川県 川崎市

委託状況 委託予定無し
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 89 0 0.0%

児童厚生施設の管理委託は地域に根ざした管理運営のあり方を目指すもので、地域内に適切な団体等がない現状においては、当面は直営とすることが妥当であるため。また、現状の運営経費に比べ必要
経費が大幅に増加するため。 71.3%

0.0%

福祉・保健センター 5 5 100.0% 0 84.9%

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度
介護支援センター 0 0 0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 1 50.0% 近隣他市町村の同様施設の動向を確認しながら、慎重に検討していきたい。 56.3%

文化会館 1 1 100.0% 0 82.1%

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 33 1 3.0% 直営で運営すべき施設であるため。（公民館） 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 市民満足度、経費の削減や事務の効率化など、必ずしも向上するとは想定されないため、直営が望ましい。 43.3%

図書館 4 0 0.0%
公立図書館の利用者サービスは、図書館法第１７条の無料原則により事業収入が見込みにくく、営利を目的とする団体による指定管理は、採算面や今後のサービス拡大において限界がある。管理運営上
の責任所在の明確化や個人情報保護の面からも、市の関与の余地を残した業務委託が望ましいと考える。 21.5%

策定済み ○ 策定予定 0 策定予定時期 0
大規模霊園、斎場等 2 2 100.0% 0 28.7%

駐車場 7 7 100.0% 0 69.2%

公営住宅 62 62 100.0% 0 60.4%

大規模公園 5 5 100.0% 0 49.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 0 0 0 90.0% 未実施 ○ 業務プロセスの標準化が難しいため

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 84.5%

単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 0 0 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 2 100.0% 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 3 100.0% 0 93.3%

類型 実施予定時期

プール 5 4 80.0% 「相模原市民間活力の活用に関する指針　―行政の活動範囲の明確化と民間委託等の推進―」に基づき、市民満足度の向上や経費の削減といった観点から導入の可否を判断。 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

48 28 58.3% 「相模原市民間活力の活用に関する指針　―行政の活動範囲の明確化と民間委託等の推進―」に基づき、市民満足度の向上や経費の削減といった観点から導入の可否を判断。 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%

体育館 6 4 66.7% 「相模原市民間活力の活用に関する指針　―行政の活動範囲の明確化と民間委託等の推進―」に基づき、市民満足度の向上や経費の削減といった観点から導入の可否を判断。 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

時間外勤務や休職情報などを各職員で申請入力を行う庶務事務システムが平成27年7月に稼働するなど、事務の効率化を推進しているため。
また、給与業務については、職員総合情報システムを首長部局と教育委員会、消防局などがネットワークで利用し、総務部で一元的な管理を行っている。

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0 0 0 0 0水道メーター検針 ○ 検針数が少ないため直営で対応する。 95.0% 0 0

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局

学校用務員事務 0 40.0% 首長部局 企業局

対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置予定無し 0 設置率 委託率

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 ○
現状維持予定。
市所有のスクールバス、マイクロバス、除雪車は該当なし。
ただし、民間運行委託によるバスは該当あり。 90.0%

75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

自治体コード 都道府県名 市区町村名

14150 神奈川県 相模原市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 97 93 95.9% 市の機関を施設内に置く複合施設を除き、指定管理者制度の導入を引き続き検討する。 71.3%

0.0%

福祉・保健センター 22 3 13.6% 職員が非常駐の施設が多いが、制度の導入効果が見込めるか検討し、引き続き指定管理者制度の導入可能性を検討する。 84.9%

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成27年度
介護支援センター 0 0 0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 1 1 100.0% 0 89.3%

作成済み 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 2 100.0% 0 56.3%

文化会館 6 4 66.7% 市の機関を施設内に置く複合施設については、指定管理者制度の導入効果が少ないため、直営で管理しているが、今後も引き続き指定管理者制度導入を検討する。 82.1%

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 31 1 3.2% 市の重要な事業の実施が施設管理と分離する事ができない、基幹的・専門的な機能を担っているため、市が直接関与しているが、今後も引き続き指定管理者制度導入を検討する。 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

22 6 27.3% 今後も引き続き指定管理者制度導入を検討する。 43.3%

図書館 19 0 0.0% 窓口業務は新規で民間委託を始めた。今後も引き続き指定管理者制度の導入を検討する。 21.5%

策定済み 0 策定予定 ○ 策定予定時期 平成27年度
大規模霊園、斎場等 10 3 30.0% 今後も引き続き導入を検討する。 28.7%

駐車場 87 6 6.9% 今後も引き続き導入を検討する。 69.2%

公営住宅 56 56 100.0% 0 60.4%

大規模公園 0 0 0 49.3%

開放型研究施設等 1 1 100.0% 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 90.0% 未実施 ○
本市では、平成27年度から情報システム全体最適化を進めています。最適化の基本方針は、サーバ仮想化技術等を採用した共通基盤システムを、現在も契約中の民間データセンターに構築し、
老朽化した基幹系システムを刷新して共通基盤上に再構築します。現在進める本市の施策が、本調査では「オープン系システムハウジング型」にあたるため、未実施としました。
　なお、本調査でいうクラウド化を実施するためには、セキュリティポリシー（住民の個人情報を本市が直接管理しない媒体・県外施設への保管）、業務の差異解消（地域特性・都市制度・パッケージ
で実装しない単独住民サービスの取扱い）、費用・事務負担など検討すべき課題が大きいと考えています。

産業情報提供施設 2 2 100.0% 0 84.5%

単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 1 1 100.0% 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

3 3 100.0% 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 0 93.3%

類型 実施予定時期

プール 8 8 100.0% 0 94.4% 実施予定 0

競技場
（野球場、テニスコート等）

82 80 97.6%
指定管理者制度の導入にあたっては、民間事業者等の能力を積極的に活用することで効果的・効率的な管理ができ、市民サービスの向上と経費の節減が見込まれる施設について積極的に導入し、施設規
模が小さい等、導入効果が見込めない施設は直営で管理するべきと考える。 64.8%

自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%

体育館 23 21 91.3%
指定管理者制度の導入にあたっては、民間事業者等の能力を積極的に活用することで効果的・効率的な管理ができ、市民サービスの向上と経費の節減が見込まれる施設について積極的に導入し、施設規
模が小さい等、導入効果が見込めない施設は直営で管理するべきと考える。 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

ホームページ作成・運営 ○ システムを更新し、ホームページの作成と運営を業務委託から全て直営としたので、今後も直営で運営する。 95.0%

調査・集計 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

導入については近隣市町村の状況や、導入済みである新潟県庁の運用状況を研究し、設置するかどうか引き続き検討を続ける。

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0 0 0 0 0水道メーター検針 0 95.0% 0 0

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局

学校用務員事務 ○ 直営の方が有用性がある。 40.0% 首長部局 企業局

対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置予定無し 0 設置率 委託率

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

自治体コード 都道府県名 市区町村名

15100 新潟県 新潟市

委託状況 委託予定
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定 予定時期 平成30年度

委託率（指定都市）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

22100 静岡県 静岡市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 ○ 民間委託とするより直営とした方がコスト面等でメリットがあることから、今後も引き続き直営により対応する。 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置予定無し 0 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 ○ 正規職員から非常勤職員へ順次切り替えていく。 40.0% 首長部局 企業局

0 0 0 0 0水道メーター検針 0 95.0% 0 0

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

本市では総務事務を極めて少ない人員で実施しており、その規模を考慮すると委託化によるコスト削減等の効果がほとんど期待できないため、現時点では導入は考えていない。

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 11 6 54.5%
直営５施設のうち１施設は平成28年度より指定管理者制度導入予定。残り４施設については、事実行為のみを委ねる施設であり、民間のノウハウの活用によるサービス向上や経費削減効果等が見込まれ
ないことから、引き続き直営とする。 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 2 0 0.0% 事実行為のみを委ねる施設であり、民間のノウハウの活用によるサービス向上や経費削減効果等が見込まれないことから、引き続き直営とする。 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

20 10 50.0% 事実行為のみを委ねる施設であり、民間のノウハウの活用によるサービス向上や経費削減効果等が見込まれないことから、引き続き直営とする。 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 4 1 25.0% 事実行為のみを委ねる施設であり、民間のノウハウの活用によるサービス向上や経費削減効果等が見込まれないことから、引き続き直営とする。 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

12 11 91.7% 廃止予定の施設であるため、指定管理者制度は導入しない。 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 0 93.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 2 2 100.0% 0 90.0% 未実施 ○ 平成28年度から検討していく予定。

産業情報提供施設 8 7 87.5% 施設の大部分を本庁課が使用しており、直接管理した方が効率的であるため、引き続き直営とする。 84.5%

公営住宅 86 86 100.0% 0 60.4%

大規模公園 13 2 15.4%
直営11施設のうち6施設は指定管理者制度導入を検討中。残り5施設は、事実行為のみを委ねる施設であり、民間のノウハウの活用によるサービス向上や経費削減効果等が見込まれないことから、引き続
き直営とする。 49.3%

0 策定予定時期 0
大規模霊園、斎場等 9 0 0.0% 施設のあり方や運営方法等を踏まえ、指定管理者制度の導入可否について検討中。 28.7%

駐車場 29 2 6.9% 直営27施設のうち1施設はH28より指定管理者制度導入予定。1施設は現在検討中。21施設は整備中のため完了後に導入検討。残り4施設は将来計画やコスト増等の理由から引き続き直営とする。 69.2%

図書館 12 0 0.0% 市の政策との連動性や市民サービス等の面から、引き続き直営とする。 21.5%

策定済み ○ 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 43 35 81.4%
直営8施設は山間地の生涯学習交流館であり、住民票の発行等市職員でなければ行えない市民サービスを担っていること、現行も非常勤職員で対応しており導入によりコスト増が見込まれることから、引き
続き直営とする。 51.6%

40.0%
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
10 5 50.0% 直営5施設のうち2施設は指定管理者制度の導入可否について検討中。2施設は収蔵品の所有者や地域住民との関係から、1施設は廃止予定のため引き続き直営とする。 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

12 0 0.0%
直営12施設のうち4施設は指定管理者制度導入を検討中。3施設は児童・生徒を対象とした専門的な相談業務等を行うため、3施設は統廃合の可能性があるため、2施設は事実行為のみでありコスト増が見
込まれるため、引き続き直営とする。 56.3%

文化会館 4 3 75.0% 直営１施設は庁舎との複合施設（本館の一部）であり無人で管理しているため直営とすることが効率的であり、また導入によりコスト増が見込まれることから、引き続き直営とする。 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 2 2 100.0% 0 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 51 38 74.5% 業務の特殊性等から、引き続き直営とする。 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 22 15 68.2% 直営7施設のうち4施設は子ども・子育て支援法第30条第１項第４号の特例保育を行う施設、3施設は待機児童園であるため、引き続き直営とする。 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 0 0

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 4 1 25.0% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第1号「地域住民が利用することを目的として設置された小規模施設」に該当 71.3%

0.0%

福祉・保健センター 38 16 42.1% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第3条の対象外施設に該当 84.9%

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度
介護支援センター 2 2 100.0% 0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

5 2 40.0% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第5号「市が直接管理することが必要と認める施設」に該当 56.3%

文化会館 18 10 55.6% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第5号「市が直接管理することが必要と認める施設」に該当 82.1%

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 57 2 3.5% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第3号「市が直接実施すべき業務と一体として管理している施設」に該当 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

21 10 47.6% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第5号「市が直接管理することが必要と認める施設」に該当 43.3%

図書館 23 16 69.6% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第5号「市が直接管理することが必要と認める施設」に該当 21.5%

策定済み 0 策定予定 ○ 策定予定時期 平成27年度
大規模霊園、斎場等 15 11 73.3% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第5号「市が直接管理することが必要と認める施設」に該当 28.7%

駐車場 9 6 66.7% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第4号「導入することによる財政的効果が見込めない施設」に該当 69.2%

公営住宅 108 108 100.0% 0 60.4%

大規模公園 2 2 100.0% 0 49.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 90.0% 未実施 ○ 庁舎等自庁内に機器を設置し、構築をする方針としたため。

産業情報提供施設 7 3 42.9% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第5号「市が直接管理することが必要と認める施設」に該当 84.5%

単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 0 0 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 1 50.0% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第1号「地域住民が利用することを目的として設置された小規模施設」に該当 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 0 93.3%

類型 実施予定時期

プール 8 5 62.5% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第1号「地域住民が利用することを目的として設置された小規模施設」に該当 94.4% 実施予定 0

競技場
（野球場、テニスコート等）

38 23 60.5% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第1号「地域住民が利用することを目的として設置された小規模施設」に該当 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%

体育館 16 10 62.5% 浜松市指定管理者制度の実施に関する基本指針第4条第1項第1号「地域住民が利用することを目的として設置された小規模施設」に該当 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み 0
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

各部課の庶務担当者の業務を削減する取り組みとして、全職員を対象に庶務事務システムを導入し、業務の効率化と併せ、全職員に庶務業務を分散させる手法を採っているため、設置の予定は無い。

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0 0 0 0 0水道メーター検針 0 95.0% 0 0

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局

学校用務員事務 0 40.0% 首長部局 企業局

対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置予定無し 0 設置率 委託率

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 0 90.0%

75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

自治体コード 都道府県名 市区町村名

22130 静岡県 浜松市

委託状況 委託予定無し
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

23100 愛知県 名古屋市

委託状況 委託予定無し
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 ○ 検討中 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置予定無し 0 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 ○ 検討中 40.0% 首長部局 企業局

0 0 0 0 0水道メーター検針 0 95.0% 0 0

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

　本市の給与関連事務については、集約化・委託化を行った場合、各所属担当者の人員削減を行うほどの事務量軽減が図れず、また、福利厚生事務については事務量が少なく、導入メリットがないと思われるなど、コスト削減効果は低いと考えており、総務
事務センターの導入予定はありません。
　しかしながら、その他会計事務等も含め業務の標準化・効率化については課題の一つと捉えておりますので、どういった形が望ましいか、費用対効果といった行革的な視点も踏まえ、慎重に判断しつつ進めるべきものと考えております。

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 16 16 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 14 14 100.0% 0 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

92 4 4.3% 公園内スポーツ施設について市民との密接なつながりがあり、市の施策を反映した公園づくり等を行う必要があるため 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 0 0 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 89.7% 検討中 ○ 具体的な検討までは行われていないが、今後自治体クラウドも視野に入れ検討する予定

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 0 93.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 90.0% 未実施 0 0

産業情報提供施設 0 0 0 84.5%

公営住宅 257 0 0.0%
市営住宅については、住宅セーフティー機能を有する公共性の強い施設であり、市営住宅を一元的・一体的に管理し、安定的に市内均一のサービスの提供をする必要があるため、住宅供給公社による管
理代行制度を活用しているため 60.4%

大規模公園 20 7 35.0% 市民との密接なつながりがあり、市の施策を反映した公園づくり等を行う必要があるため 49.3%

○ 策定予定時期 平成27年度
大規模霊園、斎場等 4 1 25.0% 狭隘な施設や老朽化した火葬設備などの管理運営には、経験に基づくノウハウや配慮が必要となるため 28.7%

駐車場 7 7 100.0% 0 69.2%

図書館 21 1 4.8% 社会教育施設として長期的・計画的な蔵書管理や業務の継続が必要であるため 21.5%

策定済み 0 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 230 230 100.0% 0 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

8 0 0.0% 博物館等における重要文化財の保存・公開、動植物園における種の保存・環境教育等、専門職員の高度な知識と豊富な経験を要し、長期的かつ継続的な事業運営を市が責任を持って行う必要があるため 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 2 100.0% 0 56.3%

文化会館 17 17 100.0% 0 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 1 0 0.0% 他施設で受け入れ困難な方を受け入れるセーフティネットとして市が管理を行う必要があるため 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 19 19 100.0% 0 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 16 16 100.0% 0 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 0 0

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

26100 京都府 京都市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 ○ 　代表電話への入電が一定数あることや，代表電話に入電する内容は，担当課に直接入電するような明確な用件とは異なり不明瞭な場合が多く，内容を詳しく聞き取り然るべき所管課に迅速に転送する必要があるた
め，現行の業務のあり方については変更を予定していない。 89.5%

公用車運転 0 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 ○ 欠員が出た際には，臨時職員による補充を行い，直営による体制を維持 40.0% 首長部局 企業局

○ ○ ○ ○ ○水道メーター検針 0 95.0% ○ 0

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

○

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 18 17 94.4% 　地元便益施設としての管理上の課題があるため。 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 1 1 100.0% 0 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

24 22 91.7% 　地元便益施設や河川敷グラウンドとしての管理上の課題があるため。 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 2 2 100.0% 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

11 11 100.0% 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 0 93.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 90.0% 未実施 ○ 　庁舎等内にハードウェアを設置し，プライベートクラウド環境を構築する予定であるため。

産業情報提供施設 2 2 100.0% 0 84.5%

公営住宅 88 0 0.0%
　一定の権限が包括的に付与されるため，効率的かつ迅速な一体管理が可能となることから，公営住宅法第４７条に定めのある管理代行制度を採用しており，市民サービス及び事務の効率化の観点から
一体的に管理を行うことが望ましいものについては，京都市住宅供給公社に業務委託を行っている。 60.4%

大規模公園 1 1 100.0% 0 49.3%

0 策定予定時期 0
大規模霊園、斎場等 2 1 50.0% 　行政責任や職員配置等の必要があるため。 28.7%

駐車場 45 45 100.0% 0 69.2%

図書館 19 0 0.0% 　当該施設において市職員が行うべき根幹業務が存在するため。 21.5%

策定済み ○ 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 30 26 86.7% 　当該施設において市職員が行うべき根幹業務が存在するため。 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 3 27.3% 　当該施設において市職員が行うべき根幹業務が存在するため。 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

9 5 55.6% 　当該施設において市職員が行うべき根幹業務が存在するため。 56.3%

文化会館 9 9 100.0% 0 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 7 7 100.0% 0 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 26 26 100.0% 0 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 100 100 100.0% 0 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成27年度
介護支援センター 24 24 100.0%

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】福祉・保健センター 15 13 86.7% 施設（心身障害者福祉センター、さざんか療護園）の設置趣旨から自治体が運営するのが望ましいため。 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 118 118 100.0% 0 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 0 0 0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）特別養護老人ホーム 1 0 0.0% 公募により選定した運営法人が隣接地に特養を建設中。整備工事完了後、閉鎖する（平成 29 年３月末日予定）。 89.3%
作成済み 0

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 0 56.3%

文化会館 8 6 75.0% 2施設とも区庁舎内の一部で、指定管理者制度を導入するメリットがないため。 82.1%

公民館、市民会館 28 20 71.4% （公民館は）民間事業者では解決しにくい課題や、実施しにくいテーマに関する学習機会を提供する等の対応が必要となるため。 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

9 5 55.6% 博物館等の運営等にあたっては、長期的な視点と専門的且つ高度な学術的知識、過去からの経験やノウハウが必要となるため。 43.3%

図書館 11 10 90.9% 地域図書館は指定管理とし、中央図書館は直営とすることで、中央図書館を中心とした全市の図書館運営について方向性の統一を図る手法をとっているため。 21.5%

策定済み 0 策定予定

策定割合（指定都市）

○ 策定予定時期 平成27年度
大規模霊園、斎場等 12 0 0.0% 各施設とともに建設から長期間が経過し、老朽化が進んでいるため、現在、施設整備の検討をしている段階である。

そのため、今後の施設整備と並行して指定管理制度の可否を検討していく予定である。 28.7%

駐車場 63 63 100.0% 0 69.2%

公営住宅 453 453 100.0% 0 60.4%

大規模公園 24 6 25.0% 市場性がない施設であり、コスト削減については委託等の手法を採用しているため。 49.3%

開放型研究施設等 2 2 100.0% 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 90.0% 未実施 0 0

産業情報提供施設 3 3 100.0% 0 84.5%

単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 2 1 50.0% 指定管理者制度を導入予定。 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

2 2 100.0% 0 89.7% 検討中 ○
政令市においては、区制をしいていることから、本庁と各区役所で業務を分担して行政サービスを実施する必要があるなど、中核市や特例市向けのパッケージシステムがそのままでは適用でき
ず、政令市に対応したパッケージシステム自体が少ない状況にあります。また、パッケージシステムを導入する場合においても、市の独自施策や固有の業務要件に基づくカスタマイズを相応に行っ
ている状況であり、他都市との共同利用を前提とした自治体クラウドを直ちに導入することは困難であると考えています。一方で、大型汎用機のオープン化を進めていく中で、庁内のサーバ機器が
急激に増加していることから、庁内向けのIaaS（単独クラウド）の導入について、現在検討を行っています。

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

2 1 50.0% PFIを採用しているため。 93.3%

類型 実施予定時期

プール 5 4 80.0% 都市公園法上の管理許可制度による運営手法を採用しているため。 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

19 6 31.6% 都市公園法上の管理許可制度による運営手法を採用しているため(総合運動公園野球場、御崎公園)。市場性がない施設であり、コスト削減については委託等の手法を採用しているため（一般球技場）。 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 2 0 0.0% コスト削減については委託等の手法を採用しているため（アジュール舞子）。法令違反に対して行政処分を行う必要があるため（須磨海浜）。 33.3%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 12 12 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

○ 0 ○ ○ ○ 0水道メーター検針 0 95.0% ○ ○

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 ○ 配置基準の見直しをこれまでも行っており、今後も継続していく。 40.0% 首長部局 企業局

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 ○ 市民サービスを低下させることのないよう、人材派遣の活用等による効率化を図っていく。 89.5%

公用車運転 0 90.0%

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

28100 兵庫県 神戸市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定 予定時期 未定

(7)地方公会計の整備 

(6)公共施設等総合管理計画 

(5)クラウド化 

(4)総務事務センター 

(3)窓口業務 (1)民間委託 

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在） 

(２)指定管理者制度等 



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

27100 大阪府 大阪市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 ○ 新規採用者の採用を凍結し、各校園の単数配置化を進めている。
全校園が単数配置校園になる事を想定し、委託も検討していく必要があると考えている。 40.0% 首長部局 企業局

0 ○ 0 ○ 0水道メーター検針 0 95.0% ○ 0

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 27 27 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 26 26 100.0% 0 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

58 18 31.0% 公園内の小規模運動施設であり施設単体で制度導入してもそのメリットが見込めない。所在公園の管理手法とともに検討を行う。 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 0 0 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 89.7% 検討中 ○ 大阪府下の市町村で構成されたワーキンググループに参加し、他都市での成功事例を基に導入の是非について検討

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 93.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 0 0 0 90.0% 未実施 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 84.5%

公営住宅 431 0 0.0% H26.5指定管理予定者の選定経費を予算計上したが、市会にて全額削除の修正議決。 60.4%

大規模公園 12 4 33.3% 残る大規模公園についても直営のあり方、園内有料施設の状況、区シティマネージャーとの調整などを踏まえ、順次制度導入を図る. 49.3%

○ 策定予定時期 平成27年度
大規模霊園、斎場等 17 16 94.1% 指定管理者制度導入済みの斎場の運営状況を検証し、未導入施設への拡大を図っていく。 28.7%

駐車場 49 30 61.2% 都市公園法第5条による管理許可により、すでに民間事業者による管理運営を行っており、所在公園の管理手法とともに検討を行う。 69.2%

図書館 24 0 0.0%
・本市レベルのサービスを安定的・継続的に運営できる複数の事業者が存在しない。
・民間業者では専門職員の長期的な養成が難しく、専門職員の確保が困難。 21.5%

策定済み 0 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 44 40 90.9%
・区役所との併設のため、施設管理の観点から指定管理者制度の導入は適さない。
また、一体として運営する方が効率性が高い。 51.6%

40.0%
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
10 8 80.0%

・施設運営については、公募型プロポーザル方式により運営事業者を選定している。（下水道科学館）
・獣舎整備工事や動物の購入等について関与しないため、導入効果が小さいと考えられる。なお、独立行政法人化も含め、経営形態について検討中。（天王寺動物園） 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 2 100.0% 0 56.3%

文化会館 7 7 100.0% 0 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 3 2 66.7% 検討中 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 41 41 100.0% 0 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 0 0 0 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 0 0

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

27140 大阪府 堺市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 0 40.0% 首長部局 企業局

○ ○ 0 ○ 0水道メーター検針 0 95.0% ○ ○

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

○

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 9 9 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 3 3 100.0% 0 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

27 27 100.0% 0 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 0 0 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 0 89.7% 検討中 ○
平成23、24年度     大阪府内の希望団体で構成する「自治体クラウド導入研究ワーキング」に参加して情報交換を実施。
平成26年度          大手システム開発ベンダー等を対象に政令指定都市の自治体クラウドについて情報提供依頼を実施。
平成27年度          大阪府内の希望団体で構成する「自治体クラウド検討会」に参加してクラウドの推進について検討中。

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 93.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 0 0 0 90.0% 未実施 0 0

産業情報提供施設 0 0 0 84.5%

公営住宅 62 53 85.5% 住環境の整備・改善を目的に建設された改良住宅については、人権施策の一環であることを踏まえ、管理運営のあり方については十分な検討が必要である。 60.4%

大規模公園 14 1 7.1% 公園の管理には、市民協働の手法を取り入れていることから、管理運営のあり方については十分な検討が必要である。 49.3%

○ 策定予定時期 平成27年度
大規模霊園、斎場等 4 0 0.0% 導入に向けて検討中。 28.7%

駐車場 85 84 98.8% 未導入の施設（1施設）については、指定管理者制度導入による効果が見込めないため。 69.2%

図書館 12 0 0.0% 定型業務の委託化等により、管理運営経費の縮減に努めており、また、指定管理者に対する効果的なインセンティブも働きにくいため、指定管理者制度の導入による費用対効果は期待できない。 21.5%

策定済み 0 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 9 1 11.1% 従前から管理運営経費の縮減に取り組んでおり、指定管理者制度の導入による経費面のメリットは期待できない。 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

9 2 22.2% 博物館の設置目的に照らすと、調査研究、資料収集等には継続性が求められることから、比較的短期間で更新される指定管理者による管理運営には適さない。 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

3 3 100.0% 0 56.3%

文化会館 5 5 100.0% 0 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 12 12 100.0% 0 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 5 1 20.0% 既に効率的かつ効果的な管理を行っており、指定管理者制度導入による効果が見込めない。 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 0 0

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

33100 岡山県 岡山市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 ○ 臨時職員等の活用により、直営を継続する。 40.0% 首長部局 企業局

0 ○ ○ ○ ○水道メーター検針 0 95.0% ○ ○

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

○

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 29 26 89.7%
地元管理を行っており、地元利用の多い施設については、現段階での導入は考えていない。また、採算面から民間事業者の参入が期待できない施設については、当面の間民間事業者の状況把握に努めな
がら直営で管理することが妥当であると考える。 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 4 4 100.0% 0 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

13 3 23.1% 地元管理を行っており、地元利用の多い施設については現段階での導入は考えていない。 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 0 0 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 93.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 3 2 66.7%
市民自らが廃棄物の減量及び再資源化並びに再生利用の体験及び学習をする啓蒙啓発施設で、粗大ごみや市民が持ち込んだ不用品を再生品としてリユースするため、利益が出るものではないことから、
行政が直営で行う必要がある。 90.0% 未実施 ○ 現在、基幹業務システムの最適化に取り組んでおり、オープン系パッケージを導入したばかりであるから。

産業情報提供施設 5 5 100.0% 0 84.5%

公営住宅 122 121 99.2% 市営住宅への指定管理者制度導入時点で建替え事業に着手していたため、工事が完了するまでの間は直営による管理としている。 60.4%

大規模公園 9 8 88.9% 有料施設を有する都市公園について、指定管理の導入を進めており、当施設は該当しないため。 49.3%

○ 策定予定時期 平成28年度
大規模霊園、斎場等 2 0 0.0% 市全体の斎場配置を検討中であるため、当面は直営による管理が適当である。 28.7%

駐車場 101 40 39.6% 無料駐車場については、指定管理者導入によるメリットは見込まれない。また、施設改修のため暫定的に直営としているものについては、工事完了後、指定管理者に移行する予定である。 69.2%

図書館 10 0 0.0%
図書館は地域の情報拠点として司書が地域社会の課題や人々の情報要求に的確に対応する必要がある。そのためには司書の専門性を継続的に高め、質の高い人材を育成することが必要である。正規職
員を核とした多様な雇用形態による運営が最も効果的かつ効率的と考えている。 21.5%

策定済み 0 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 62 1 1.6%
公民館では、学びを通じて地域課題の解決を図り、また、地域の多様な団体・個人をつないで協働を進める拠点として、様々な事業を社会教育主事（正規職員）が実施しており、さらには、地域を支援してい
くことも求められていることから、指定管理は適さない。 51.6%

40.0%
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
11 0 0.0% 文化財の維持と保全については直営であることが望ましい。また、美術館については、その業務において特殊性と専門性を必要とするため直営としている。 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

3 2 66.7%
現在、嘱託職員のみで運営し、コスト的にも低く抑えられている。施設が離島にあることや、カヤックや天体観測の指導などの専門的な技術を必要とするため、他の業務との兼務が難しいうえに、一定数の職
員を確保する必要があり、従業員管理や専門性の点から指定管理に適した業者が見当たらない。 56.3%

文化会館 8 4 50.0% 施設の在り方を検討中であるため、方針決定されるまでは、直営で管理することが適当である。 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 39 34 87.2% 児童養護施設及び母子生活支援施設については、関係機関との連携等において直営のメリットが大きい。障害者生活支援センターについては、平成28年度から指定管理者導入予定である。 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 23 14 60.9% 地域活性化事業の一環として設立された児童館については、隣接する施設との連携が深く、児童館運営単独での指定管理導入が難しい。 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 0 0

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

34100 広島県 広島市

委託状況 委託予定無し
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置予定無し 0 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 ○ 現在、正規職員の退職に合わせて非常勤職員化を進めることにより、人件費等の経費の縮減を図っており、今後も引き続き直営とする。 40.0% 首長部局 企業局

0 0 0 0 0水道メーター検針 0 95.0% 0 0

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

平成25年1月から、人事・給与事務について庶務事務システムを導入しており、事務の効率化が図られているため、総務事務センター導入の予定はない。

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み ○
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 平成23年度 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 13 13 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 5 4 80.0%
直営の施設（椎原児童プール）については、当該施設の設置経緯や管理・利用実態等に関し固有の事情があり、主な施設利用者や地元町内会等を非公募により指定管理者とすることと整理しているが、条
件に合う者がいなかったため、直営としている。 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

19 19 100.0% 0 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 0 0 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1 1 100.0% 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

1 1 100.0% 0 93.3%

開放型研究施設等 1 1 100.0% 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 90.0% 未実施 0 0

産業情報提供施設 0 0 0 84.5%

公営住宅 240 240 100.0% 0 60.4%

大規模公園 7 7 100.0% 0 49.3%

○ 策定予定時期 平成28年度
大規模霊園、斎場等 32 6 18.8% 直営の施設（墓地）については、施設の運営方法等を継続して検討する必要があり、当面直営としている。 28.7%

駐車場 57 57 100.0% 0 69.2%

図書館 11 11 100.0% 0 21.5%

策定済み 0 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 72 72 100.0% 0 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 11 100.0% 0 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

6 6 100.0% 0 56.3%

文化会館 11 11 100.0% 0 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 52 52 100.0% 0 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 110 0 0.0% 直営の施設（児童館）については、施設の運営方法等を継続して検討する必要があり、当面直営としている。 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 0 0

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

40100 福岡県 北九州市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 ○ 本市行財政改革大綱において、嘱託化の方向とすることが示されている。 40.0% 首長部局 企業局

0 ○ ○ ○ 0水道メーター検針 0 95.0% ○ ○

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

○

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 23 23 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 19 19 100.0% 0 94.4% 実施予定 ○

競技場
（野球場、テニスコート等）

46 42 91.3% 業務内容は清掃等の単純作業のみであり、指定管理者制度を導入する必然性が低いため 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 平成29年7月

キャンプ場等 0 0 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 93.3%

開放型研究施設等 9 9 100.0% 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 2 2 100.0% 0 90.0% 未実施 0 0

産業情報提供施設 18 15 83.3% 機能的に民間事業者では運営が困難なため 84.5%

公営住宅 405 82 20.2% 公営住宅法により、管理代行を行っているため 60.4%

大規模公園 25 5 20.0% 無料公園については、業務内容は清掃等の単純業務のみであり、指定管理者制度を導入する必然性が低いため 49.3%

○ 策定予定時期 平成27年度
大規模霊園、斎場等 10 0 0.0% 業務内容は清掃等の単純業務のみであり、指定管理者制度を導入する必然性が低いため 28.7%

駐車場 30 29 96.7% 無人駐車場であり、制度を導入する効果が低いため 69.2%

図書館 17 13 76.5% 図書館行政における市の中核的役割を担っているため 21.5%

策定済み 0 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 146 2 1.4% 地域の主体的な運営が望ましいが、管理運営を安定的に継続できる体制づくり等の条件が整っていないため 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

12 4 33.3% 館の運営にあたっては、企画、調査研究、普及啓発等専門的・学術的な知識・経験が必要であるため 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

7 3 42.9% 経費の削減やサービス向上といった指定管理者制度のメリットが期待できないため 56.3%

文化会館 8 8 100.0% 0 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 1 1 100.0% 0 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 33 28 84.8% 法律上の制約があるため 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 46 46 100.0% 0 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 2 2 100.0%

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

40130 福岡県 福岡市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 0 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 0 40.0% 首長部局 企業局

0 ○ 0 ○ 0水道メーター検針 0 95.0% ○ ○

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

○

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 11 11 100.0% 0 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 7 7 100.0% 0 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

1 1 100.0% 0 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 1 1 100.0% 0 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 89.7% 検討中 ○ 平成26年度に福岡市システム刷新計画を策定し，平成27年度より計画を実施している中，並行して単独クラウド等について検討を進めているところである。

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 93.3%

開放型研究施設等 0 0 0 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 2 2 100.0% 0 90.0% 未実施 0 0

産業情報提供施設 0 0 0 84.5%

公営住宅 181 181 100.0% 0 60.4%

大規模公園 13 13 100.0% 0 49.3%

0 策定予定時期 0
大規模霊園、斎場等 5 1 20.0%

火葬場については，島しょ設置のものであり，利用者が限定されるうえ，利用者が少ないため直営としている。霊園については，維持管理業務のみを行っているものであり，指定管理者制度導入のメリットが
少ないため導入していない。 28.7%

駐車場 135 94 69.6% 未導入の施設は無料の自転車駐車場であり，監視員配置による管理を行っておらず，コスト削減などの指定管理者制度導入のメリットが少ないため導入していない。 69.2%

図書館 1 0 0.0% 施設の管理に関する業務について，平成28年度導入に向けて準備を進めている。 21.5%

策定済み ○ 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 160 11 6.9% 公民館については，市による一般的な管理と，利用者である地域住民による自主的な管理が行われるなど，共働が図られているため直営としている。 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

7 1 14.3%
各施設の直営理由は次のとおり。少年科学文化会館,美術館:建替え，ﾘﾆｭｰｱﾙ予定。赤煉瓦文化館:国指定重要文化財で利用に様々な制約がある等制度になじみにくい。ｱｼﾞｱ美術館,博物館:様々な部門の
委託化等をしており，制度導入効果が少ない。動植物園:調査研究や環境教育等公益性が高い。 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 2 100.0% 0 56.3%

文化会館 1 1 100.0% 0 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 28 28 100.0% 0 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 1 0 0.0% 建替えによる休館中であり，開館後は指定管理者制度を導入する予定である。 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 0 0

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(２)指定管理者制度等



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

※平成27年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

自治体コード 都道府県名 市区町村名

43100 熊本県 熊本市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託
直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市

委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

委託率（指定都市） 75.0%
案内・受付 0 100.0%

本庁舎の夜間警備 ○ 「民間でできることは民間に委ねる」の考えのもと、退職不補充を基本とし、再任用職員や民間活力の活用を進めつつ、直営業務（技能労務職）のあり方について、総合的に検討を行っていく。 90.0%
設置率（指定都市） 25.0%

し尿収集 0 89.5%

一般ごみ収集 0 100.0%

電話交換 0 89.5%

公用車運転 ○ 「民間でできることは民間に委ねる」の考えのもと、退職不補充を基本とし、再任用職員や民間活力の活用を進めつつ、直営業務（技能労務職）のあり方について、総合的に検討を行っていく。 90.0%

設置状況 委託状況 指定都市

学校給食（調理） 0 100.0% 設置済み 委託有 設置率 委託率

学校給食（運搬） 0 100.0% 対象部局 対象業務 60.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計学校用務員事務 ○ 「民間でできることは民間に委ねる」の考えのもと、退職不補充を基本とし、再任用職員や民間活力の活用を進めつつ、直営業務（技能労務職）のあり方について、総合的に検討を行っていく。 40.0% 首長部局 企業局

○ ○ ○ ○ 0水道メーター検針 0 95.0% ○ 0

道路維持補修・清掃等 0 100.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

○

ホームページ作成・運営 0 95.0%

調査・集計 0 100.0%

｢設置予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未設置の理由」を、｢設置予定あり｣の団体は｢設置予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

在宅配食サービス 0 100.0%

0

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

類型 実施時期 実施率（指定都市）

実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

体育館 14 4 28.6% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 90.8%

公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 導入に対する考え方【未導入施設がある団体のみ回答】 指定都市
導入率

類型 実施予定時期

プール 5 4 80.0% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 94.4% 実施予定

競技場
（野球場、テニスコート等）

31 6 19.4% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 64.8%
自治体クラウド 明治33年1月0日

海水浴場 0 0 0 33.3%
単独クラウド 明治33年1月0日

キャンプ場等 1 0 0.0% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 66.7%

検討状況

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

0 0 0 89.7% 検討中 0 0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 93.3%

開放型研究施設等 3 0 0.0% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 82.4%

実施しない理由

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 90.0% 未実施 ○ クラウド化に向けた情報収集に努めており、実施の検討には至っていない。

産業情報提供施設 2 2 100.0% 0 84.5%

公営住宅 127 127 100.0% 0 60.4%

大規模公園 9 2 22.2% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 49.3%

○ 策定予定時期 平成28年度
大規模霊園、斎場等 8 1 12.5% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 28.7%

駐車場 2 1 50.0% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 69.2%

図書館 4 2 50.0% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 21.5%

策定済み 0 策定予定

策定割合（指定都市）

公民館、市民会館 156 72 46.2% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 51.6%
40.0%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 2 18.2% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 43.3%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 0 0.0% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 56.3%

文化会館 7 3 42.9% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 82.1%

0 100.0%

統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）
特別養護老人ホーム 0 0 0 89.3%

作成済み 0

福祉・保健センター 7 0 0.0% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 84.9%

作成予定 ○ 作成完了予定年度

※　統一的な基準による地方公会計については、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で整備するように要請されているが、当該
調査の基準日はその初年度の開始時点である。

作成割合（指定都市）
児童クラブ、学童館等 68 1 1.5% 最適な運営手法を総合的に勘案したところ、指定管理者以外の手法が現在のところ適していると判断。 71.3%

0.0%導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

平成29年度
介護支援センター 0 0

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）


